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流通薬価有識者検討会⑤

衣笠病院グループ
相談役 武藤正樹
よこすか地域包括推進センター長



社会福祉法人日本医療伝道会 衣笠病院グループ

衣笠病院グループの概要

■神奈川県横須賀市（人口約39万人）に立地

■横須賀・三浦医療圏（4市1町）は人口約70万人

■衣笠病院許可病床198床 ＜稼働病床194床＞

■病院診療科 ＜〇は常勤医勤務＞

〇内科、神経科、小児科、〇外科、乳腺外科、

脳神経外科、形成外科、〇整形外科、〇皮膚科、

〇泌尿器科、婦人科、〇眼科、〇耳鼻咽喉科、

〇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、〇放射線科、〇麻酔科、〇ホスピス、東洋医学

■病棟構成

DPC病棟（50床）、地域包括ケア病棟（91床）、回復期リハビリ病棟（33床）、ホスピス（緩和ケア病棟：20床）

【2021年9月時点】
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本館

東館

健康管理センター

衣笠病院
教会

■併設施設 老健（衣笠ろうけん）特養（衣笠ホーム）訪問診療クリニック 訪問看護ステーション
通所事業所（長瀬ケアセンター）など
■ グループ職員数750名
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パート１
総合対策有識者検討会



総合対策有識者検討会

•医薬品の迅速・安定供給実現に向けた総合対策
に関する有識者検討会
• 流通、薬価制度に加え、「産業構造の検証など幅広い議論を行う
必要がある」として、検討事項に以下を追記

• 「医療用医薬品の流通・薬価に関する現状の課題」

• 「現状の課題を踏まえた医療用医薬品の目指すべき流通や薬価
制度のあり方」

• 「産業構造の検証」

•検討会の日程
• 前半は流通・薬価制度の課題問題点の洗い出しと整理

• 後半は改善策の検討

• 2022年度中に取りまとめを行う。



開催日 議題等 議事録／議
事要旨

資料等

2022年12月9日
（令和4年12月9日）

1.１．革新的医薬品の迅速な導入について
2.２．その他

－ •資料等NEW

2022年10月27日
（令和4年10月27日）

1.１．シンクタンク等からのヒアリング
2.２．その他

•議事録
NEW 11月30
日

•資料等

2022年10月21日
（令和4年10月21日）

1.１．今後の検討に当たっての論点について
2.２．その他

•議事録 •資料等

2022年10月12日
（令和4年10月12日）

1.１．これまでの意見及び論点案について
2.２．その他

•議事録 •資料等

2022年9月29日
（令和4年9月29日）

1.１．業界の現状と課題に係る関係団体等ヒアリング
2.２．その他

•議事録 •資料等

2022年9月22日
（令和4年9月22日）

1.１．業界の現状と課題に係る関係団体ヒアリング
2.２．その他

•議事録 •資料等

2022年8月31日
（令和4年8月31日）

1.１．医薬品業界の現状と課題等
2.２．その他

•議事録 •資料等

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_29687.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_29441.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28818.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_29096.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28720.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28924.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28536.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28773.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28234.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28624.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28142.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28195.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27702.html




医薬品の迅速・安定供給実現に向けた
総合対策に関する有識者検討会（2022年10月21日）



パート２
上市魅力のない
日本の医薬品市場

日本パッシング



















パート３
新薬創出加算
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有識者意見

• 芦田耕一構成員（IＮＣＪ執行役員ベンチャー・グ
ロース投資グループ共同グループ長）
• 新薬そのものを品目ごとに評価すれば良いではないか。企業要件
や企業指標は必要ないのではないか。これでは新興バイオファー
マは新薬創出加算の対象にならない。

• 香取照幸構成員（上智大学総合人間学部教授）
• 企業要件は、既存のメーカーを想定している。既存のメーカーを
優遇する形になる。企業要件はない方が良い

• 成川衛構成員（北里大学薬学部教授）
• （企業要件で）企業の過去の実績や努力に報いるべきなのか？医
薬品そのものの価値に重点を置くようなやり方の方が良い。



パート４
市場拡大再算定







道連れ
ルール



道連れ（共連れ）ルール

•道連れ、共連れルール
• 「市場拡大再算定対象品の全ての薬理作用類似薬」が市場拡大再
算定類似品として扱われ薬価を下げられる

1.薬価収載の際の
比較薬が当該特例拡大再算定対象品である場合

2.薬価収載の際の
比較薬が『特例拡大再算定類似品』である場合

3.特例拡大再算定対象品又は特例拡大再算定類似品と
組成が同一の場合
※特例拡大再算定対象品と
市場における競合性が乏しい場合は除く

足引っ張るの止めて～！









キイトルーダの例

「抗PD-1（ピーディーワン）抗体」とよばれる免
疫チェックポイント阻害薬、肺がんなどに適応







有識者意見

• 菅原琢磨構成員（法政大学経済学部教授）
• 「市場拡大再算定は予見性を低めるという形で、企業側にとって大
きな要因だ」

• 道連れルールについて「企業努力すべてをふいにするような薬価算
定の在り方はいかがなものか？市場拡大再算定については大幅な見
直しが必要ではないか」。

• 小黒一正構成員（法政大経済学部教授）
• 市場拡大再算定は見直しが必要だと思う。キイトルーダの例であ
れば、売り上げ自体の規模も下がっていってしまったりする。さ
すがにちょっとやり過ぎ。最低でも売り上げに規模が維持できる
ような形で見直しをする必要があるのではないかと思う

• 成川構成員
• いわゆる共連れ、道連れルールについて、「確かに抗がん剤など
は様々ながん種の適応を取得して承認されるのが主流となってい
る。そういう意味では、公平性と予見性のバランスという意味で
考えると、少し拡大し過ぎているのではないかというのが私の率
直な意見だ。その点については何か今後見直しをしてもいいので
はないかと考えている」



有識者意見

•遠藤久夫座長（学習院大経済学部教授）
• 現実問題としてここ数年非常に高額な医薬品が上市
されたが、その時の薬剤費の急速な膨張の抑制にこ
の市場拡大再算定を使った経緯もある

•堀真奈美構成員（東海大健康学部長・健
康マネジメント学科教授）
• （市場拡大再算定）を完全に廃止するならば、代わ
りとなるような財源確保法を同時に考える必要があ
る。



パート５
補正加算



類似薬効比較方式が50∼60％、
原価計算方式が20∼30％前後













有識者意見

• 成川衛構成員（北里大学薬学部教授）
• 難病やオーファンドラッグの小児の薬などは無作為化試験が
できない。このためQOLや介護者の方々の負担軽減など、こ
れまでの加算の軸にないようなものを少し考える必要がある。

• 菅原琢磨構成員
• 患者のベネフィットやQOL、医療従事者の負担軽減や社会的
価値の反映などについて前向きに考える必要がある。













有識者意見

• 成川衛構成員
• 企業のなかには外国平均価格調整で引き上げてもらえるタイ
ミングを待って、日本での上市を検討するということもある
のではないか」

• 外国平均価格調整価格が日本市場での新薬上市のタイミング
に影響しているという意見を述べた。



まとめと提言
・新薬創出加算の企業要件見直し

・市場拡大再算定の道ずれルール見直し
・補正加算の希少疾患、小児対象などの
医薬品の見直し

・外国平均価格調整の見直し

・



•武藤正樹著

•なぜ、コロナでかかり
つけ医がクローズアッ
プされたのか？

•なぜ、いまかかりつけ
医制度が必要なのか

•発売日：2022/09/22

•出版社：ぱる出版

• ISBN：978-4-8272-1360-
7

こコロナで変わる
「かかりつけ医」制度

https://honto.jp/netstore/search/pb_9000039177.html


ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで内科外来（月・木）、老健、在宅クリニック（金）を
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp
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2023年度薬価中間年改定

衣笠病院グループ
相談役 武藤正樹
よこすか地域包括推進センター長



社会福祉法人日本医療伝道会 衣笠病院グループ

衣笠病院グループの概要

■神奈川県横須賀市（人口約39万人）に立地

■横須賀・三浦医療圏（4市1町）は人口約70万人

■衣笠病院許可病床198床 ＜稼働病床194床＞

■病院診療科 ＜〇は常勤医勤務＞

〇内科、神経科、小児科、〇外科、乳腺外科、

脳神経外科、形成外科、〇整形外科、〇皮膚科、

〇泌尿器科、婦人科、〇眼科、〇耳鼻咽喉科、

〇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、〇放射線科、〇麻酔科、〇ホスピス、東洋医学

■病棟構成

DPC病棟（50床）、地域包括ケア病棟（91床）、回復期リハビリ病棟（33床）、ホスピス（緩和ケア病棟：20床）

【2021年9月時点】

59

本館

東館

健康管理センター

衣笠病院
教会

■併設施設 老健（衣笠ろうけん）特養（衣笠ホーム）訪問診療クリニック 訪問看護ステーション
通所事業所（長瀬ケアセンター）など
■ グループ職員数750名
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衣笠ホーム
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逗子

衣笠城址
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パート１
中間年改定とは？

「診療報酬改定に合わせて2年に1度行う薬価改定」を、
「中間年にも行う」こと



中間年改定は
オプジーボで始まった

中医協薬価専門部会



「オプジーボ」で始まった薬価制度改革
（2016年）

64

ソバルディ（肝炎）

薬剤 治療費

オプジーボ（がん）※

レパーサ（高コレステロール血症）※

約 546万円 （12週間投与）

約 3,500万円 （1年間投与）

約 96万円 （1年間投与）

販売開始

2015年5月

2014年9月

2016年4月

中略、（オプジーボ）対象患者は約5万人とされ、
単純計算で総費用は1兆7500億円にも及ぶ。

（中略）医療費全体の効率化という視点で話し合っ
ていくべきだ。

日本経済新聞
2016年6月24日

※バイオ医薬品



薬価制度の抜本改革

•薬価制度の抜本改革の基本方針
• 「4閣僚合意」が政府より公表（2016年12月20日）

• 塩崎恭久厚生労働相、麻生太郎財務相、石原伸晃経済再生担当
相、菅義偉官房長官の関係4閣僚の合意

• 薬価制度改革の基本方針

•「国民皆保険の持続性、イノベーションの推
進を両立しながら、国民負担の軽減と医療の
質の向上を実施しつつ、薬価制度抜本改革に
取り組む」

•2016年は薬価制度改革元年



薬価制度改革の基本方針
（2016年12月の4閣僚合意）

•①年4回の薬価見直し
• 効能の追加などで販売額が急増した薬は、年４回新薬収
載の機会を活用して薬価を見直す

•②毎年薬価改定
• 現在は2年に1度の薬価改定を毎年実施に切り替える（中
間年は大手卸売業に絞って実際の取引価格を調査）

•③費用対効果
• 費用対効果を薬価に反映させる仕組みを本格的に導入



① 年4回の薬価見直し

•年4回の薬価見直し
• 保険収載後の状況の変化に対応できるよう、効能追
加などに伴う一定規模以上の市場拡大に速やかに対
応するため新薬収載の機会を最大限活用して、年４
回薬価を見直す。

•オプジーボ
• 当初、市場規模の小さな黒皮腫を適応として薬価が
決まった。しかしその後、市場規模のはるかに大き
な非小細胞性肺がんに効能効果が追加された。しか
し黒皮腫のときの高薬価が適応拡大後も長期間にわ
たって放置されたことを受けてとられた措置だ。



オプジーボの薬価は
2年間放置された

2016年11月16日、緊急薬価改定によって薬価を
50％引き下げることが中医協で了承。

2016年11月、緊急薬価改定によって
薬価を50％引き下げ（中医協）

11月



② 毎年薬価改定
経済財政諮問委員会（2016年11月26日）

民間議員、毎年薬価改定で1900億円の医療費削減！



② 毎年薬価改定

• 2年に1回の薬価見直し
• 薬価はこれまで2年に一度、前年の市場実勢価格を調査の上、
改定を行っている。

• 毎年薬価改定
• 2年に1回の薬価改定を毎年実施して、その結果を適時に薬価
に反映することで、国民負担を抑制することになった。

• この毎年薬価改定について各界はこぞって反対した

• 毎年、全品の薬価調査を行うわけではない
• 2年のごとの全品薬価調査の中間年は価格乖離の大きな品目に
ついて4大卸による調査を行うことになる。

• 「乖離が大きい医薬品」
• 品目数の試算では、2015年薬価調査の平均乖離率8.8％に対し、
乖離率15％以上で対象となる品目は3970品目にのぼる。

• ただ該当品目に当てはまるものの大半が後発品であるという。





平均乖離率＝
（現行薬価×販売数量）総和－（実販売単価×販売数量）総和

（現行薬価×販売数量）総和



2022年



中間年

前年の乖離率



乖離率8％×0.625＝５％

0.625は、
0.50（4％）と0.75（6％）

の中間値





平均乖離率＝薬価/(薬価ー医療用医薬品の市場実勢価格）

21年中間年改定では0.625を用いた
（0.625は0.5と0.75の幅の中間値）
23年はどの数値を用いるのか？

幅を広くすれば薬価引き下げの範囲が
大きくなる







パート２
業界ヒアリング

中医協薬価専門部会 2022年10月26日





薬価制度改革等
に関わる専門的
事項を調査審議



薬価専門部会（2022年10月26日）





































中医協薬価専門部会委員意見

• 日本医師会常任理事長島公之氏
• 新薬であれば全て、特許期間中は薬価を維持すべきとの考えには議論の余
地がある

• 健康保険組合連合会理事松本真人氏
• 来年度の中間改定実施について慎重にすべきとのことだが、改定すべきか
どうかは政府が判断することだ。中医協における議論の範囲を超えている

• 日本では国民皆保険制度のもとに、安全性・有効性が確認された医薬品は
遅滞なく承認される。日本で新薬が上市されなくなっていることについて、
日本市場の魅力がないからだと言われても簡単には受け入れられない

• 特許期間中に薬価が下がるという単純なことだけではなく、研究開発の環
境や薬事承認の仕組みなど問題の全体像を教えてほしい

•欧州製薬団体連合会会長岩屋孝彦氏
• 課題は全てが薬価にあるわけではない
• 厚労省やPMDAの努力によって、研究開発・薬事承認プロセスは良くなり
つつある。そうした状況の中で相対的に薬価が厳しくなりつつあるのが過
去5年だ。せっかく魅力的な市場を作るための努力をしてきたにもかかわ
らず、近年の薬価によって魅力が低下してきている



パート３
2023年薬価改定の論点

①改定品目の対象範囲の設定

②特例措置の範囲





中間年

前年の乖離率



2021年度



2023年中間年改定
薬価専門部会の論点

①改定品目の対象範囲

②適応ルール



4大臣合意の薬価制度抜本改革

• 4大臣合意による薬価抜本改革合意
（2017年12月20日）
• 菅義偉官房長官・麻生太郎財務大臣・塩崎恭久厚
生労働大臣・石原伸晃経済財政担当大臣の４大臣
の合意

•薬価制度の抜本改革
• （１）保険収載後の状況の変化に対応できるよう、効能追加
等に伴う一定規模以上の市場拡大に速やかに対応するため、
新薬収載の機会を最大限活用して、年４回薬価を見直

• （２）市場実勢価格を適時に薬価に反映して国民負担を抑制
するため、全品を対象に、毎年薬価調査を行い、その結果に
基づき薬価改定を行う。

• 現在２年に１回行われている薬価調査に加え、その間の年に
おいても、大手事業者等を対象に調査を行い、価格乖離の大
きな品目について薬価改定を行う。



2023年度中間年改定の考え方

• 2017年末のいわゆる4大臣合意に基づいて、薬価制度
の抜本改革が2018年度から進められている

• 薬価専門部会
• 2023年度は中間年改定の実施が予定されており、薬価専門部会で
「対象範囲をどう考えるか」「適用ルールをどう考えるか」といっ
た議論が進められている。

• 11月16日の薬価専門部会では、これまでの議論を踏まえた論点整理
が行われた

• 中間年改定の位置づけ
• 「2年に一度、診療報酬改定と同時に行われる通常の薬価改定）と
「診療報酬改定の行われない年に行われる中間年改定」（とりわけ
2023年度）との位置付けをどう考えるか

• 診療側委員・支払側委員ともに「4大臣合意に基づき、中間年改定は
『通常改定とは異なる』ものである」との考えを示している。

• 財務省
• 中間年改定も、通常改定と同様とすべき



2023年中間年改定に対する
薬価専門部会の意見

•「改定品目の範囲」
•通常改定

• 基本的に「すべての医療用医薬品（全品目）」が薬価見
直しの対象

•中間年改定
• 4大臣合意において「価格乖離の大きな品目」とする

• 薬価制度抜本改革に向けた中医協論議の中で「国民負担
の軽減の観点から、できる限り広く」する



2023年中間年改定に対する
薬価専門部会の意見

• 2022年11月16日の薬価専門部会

•診療側の長島公之委員：日本医師会常任理事
• 薬価と実勢価格との乖離が大きなものに限定すべき。

• 2021年度改定時の「乖離率5％（平均乖離率8.0％の0.625倍（0.5－0.75倍
の中間）に相当）を超える品目を薬価改定の対象とする」との考えを前提
にせず、「乖離率が大きいとはどの程度か」を考え、さらに物価高騰や為
替変動、医薬品の安定供給、新型コロナウイルス感染症の第8波なども踏ま
えて対象範囲を考えるべき

•診療側の有澤賢二委員：日本薬剤師会常務理
事
• 乖離の大きなもの、少なくとも「平均乖離率（調査品目全体の乖離率平
均）より乖離が大きなもの」に限定すべき



2023年中間年改定に対する
薬価専門部会の意見
• 支払側の松本真人委員：健康保険組合連合会理事

• 実勢価格を薬価へ適時に反映し、国民の負担を減らすために「乖離
の大きなものを、できるだけ広く」中間年改定の対象にすべき

• 基本的には2021年度改定時の「乖離率5％（平均乖離率8.0％の0.625
倍（0.5－0.75倍の中間）に相当）を超える品目を薬価改定の対象と
する」との考えがベースとなり、これを見直すには相応の根拠が必
要である。

• また2021年度改定に向けて議論が深められなかったが「乖離の額」
にも着目した範囲設定を行うべき。コロナ感染症の状況は2年前と大
きく変化しており、特例対象はすべきでない

• 赤名正臣専門委員：エーザイ株式会社常務執行役
• 現下の物価高騰・為替変動による製造コストの増加、安定供給不安
が長引いている中では中間改定はすべきでないが、仮に実施すると
した場合でも「新薬創出適応外薬解消等促進加算の対象品目や基礎
的医薬品など医療上の必要性の高い医薬品」は対象から除外すべき



乖離率と乖離額

•「乖離率と乖離額とは違う」議論もある
（A）「1000円の薬剤が890円で取り引きされている」場合→乖離率は
11％、乖離額は110円

（B）「100万円の薬剤は91万円で取り引きされている」場合→乖離率は
9％にとどまるが、乖離額は9万円と大きい

• 改定対象が「乖離率10％以上」と設定された場合には、（B）医薬品
は薬価の見直し対象から外れます。しかし、医療保険財政・国民負担へ
の効果という側面からは「（B）医薬品も薬価見直しの対象にしたほうが
よいのではないか」とも考えられます。

• このため、2021年度改定に向けた議論の中では、支払側委員から「乖離
率と、乖離額を組み合わせて、改定（薬価引き下げ）対象品目を選定す
べき」「乖離率が小さくなりがちな先発品と乖離率が大きくなりがちな
後発品とに分け、、改定対象品目を選定する基準を設定すべき」などの
意見が出た





パート４
三大臣合意

12月16日加藤厚労相、鈴木財務相、松野官房長官



中間年改定三大臣合意
2022年12月16日
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薬価専門部会 2022年12月21日















三大臣合意に対する薬価専門
部会委員意見
• 日本医師会常任理事、長島公之氏

• 前回の中間年薬価改定と同様の改定対象と範囲とされたこと
は非常に厳しい結果であると受け止めている。

• 安定供給に支障がある中で、医療現場に与える影響がさらに
大きくなることを強く懸念している」との危機感を示した。

• 健康保険組合連合会理事、松本真人氏
• 大臣合意は、これまで中医協で議論した内容も踏まえて、政
府としての判断があったものと受け止める。

• 骨子案は、2016年に決定された薬価制度抜本改革の基本方針
に沿いつつ、一方で現下の社会経済状況にも配慮した内容で
あり、総論として異論はない



三大臣合意に対する薬価専門
部会委員意見
• 長島日医常任理事「医療現場に与える影響大」

• 医療現場では物価高騰や医薬品の安定供給上の課題が日常診療に大変大
きな負担を与えている。このような状況下において、前回の中間年薬価
改定と同様の改定対象と範囲とされたことは非常に厳しい結果であると
受け止めており、現在の安定供給に支障がある中で、医療現場に与える
影響がさらに大きくなることを強く懸念している

• 臨時・特例的な対応については、医薬品の安定供給に向けた一定の
対応がなされることはやむを得ない部分もあるのではないかと考え
るが、今回の問題は企業の不適切な対応をきっかけとするものであ
り、安定供給が可能となる産業構造やビジネスモデルに再構築して
いく作業を並行して実施していくことが必須の前提になる

• イノベーションの評価についても、本来中間年改定で対応すべきも
のではない。ドラッグ・ラグへの懸念や物価高騰等による影響によ
る懸念への声も鑑みた上での極めて例外的な対応である

• さらに今回、「安定供給への対応として、薬価上の対応が示された
が、現場感覚としては、そうした対応だけでは到底不十分であり、
供給体制全体に関するパッケージとして示されるべき」。



三大臣合意に対する薬価専門
部会委員意見

• 健保連松本理事
• 大臣合意は、これまで中医協で議論した内容も踏まえて、政府としての判
断があったものと受け止める。骨子案は、2016年に決定された薬価制度抜
本改革の基本方針に沿いつつ、一方で現下の社会経済状況にも配慮した内
容であり、総論として異論はない

• 対象品目については、「0.5倍まで広げて不採算品目に対応するよう提案し
たが、0.625倍というベースは守られた。健保連としては、国民負担の抑
制という最大の目的は果たされるものと考えている」とコメント

• 一方で、算定ルールに対し、「健保連の主張とはかけ離れた内容であり、
残念。今後の薬価制度改革の中で、毎年改定を前提とした全般的なあり方
について、ぜひ議論すべき」と不満をもらし、今回の臨時的、特例的な対
応として、不採算品再算定の特例適用、新薬創出加算の拡充を行うことに
ついては「今回限りの措置ということで理解する」と釘を刺した。

• 外国平均価格調整に関しては、内外格差を速やかに反映させるという趣旨
で、「ぜひ実施してもらいたい。



パート５
後発医薬品特例措置



医薬品安定供給へ特例的な上乗せを答申
中医協 2022年12月23日

• 一般名処方加算に2点、後発使用
体制加算に20点（2023年4月から
12月まで）

• 12月21日加藤厚労相、鈴木財務相
の大臣折衝で決着

• 12月23日でスピード答申

• 診療側・支払側の双方から診療報
酬上の加算では医薬品の安定供給
問題の根本的解決にはつながらな
いとの指摘が相次いだ。

• 国民負担は供給不足と加算による
自己負担増の二重の負担となる

2022年12月23日中医協総会
会長：小塩隆士・一橋大学経済研究所教授

本田顕子厚労政務官
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10年後の医薬品業界
はどうなる？



毎年薬価改定で
さらに下がり続ける薬価



GDP成長率 30年間停滞するする日本



下落する日本の1人当たりGDP
2025年には30位代になる・・・



2025年から人口の高齢化と減
少が加速する,GDPも縮小する



下り坂の日本、
国力を反映する医薬品業界

10年後、日本から新薬メーカーが消える

国民に医薬品が届かなくなる日も近い



まとめと提言

・三大臣合意で中間年改定は実施

・21年中間年改定と同様の平均乖離率の
0.625倍で決定

・若干の不採算品目、ドラッグラグ対策あり
・毎年改定で薬価は下落し続けるだろう
・後発品安定供給のための特例上乗せ改定
・2025年から状況はさらに悪くなる・・・



•武藤正樹著

•なぜ、コロナでかかり
つけ医がクローズアッ
プされたのか？

•なぜ、いまかかりつけ
医制度が必要なのか

•発売日：2022/09/22

•出版社：ぱる出版

• ISBN：978-4-8272-1360-
7

こコロナで変わる
「かかりつけ医」制度

https://honto.jp/netstore/search/pb_9000039177.html


ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで内科外来（月・木）、老健、在宅クリニック（金）を
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp
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